
 - 22 -

決が可能な事例においては、それを援助するような仕組みが必要である。既にい

くつかの民間の機関が、医療事故における紛争解決を担おうと活動を開始してお

り、それらが機能するようになれば、例えば調査組織では純粋に医学的な真相究

明を行い、それを基に民間の機関で話合いを促進していく、といった役割分担も

可能ではないか。しかし、それらの民間の機関が十分に機能するか分からない現

段階においては、調査組織が話合いによる解決を援助する機能を担う道を残して

おく必要がある。 

d） また、こうした民間の機関の取組みを含む医療分野における裁判外紛争処理制度

の在り方を具体化していくため、金融庁が金融分野での苦情・紛争処理の改善の

ために取り組んでいる「金融トラブル連絡調整協議会」を参考に、医療紛争解決

の関係者間での情報・意見交換のため、厚生労働省、都道府県、医師会、病院団

体、患者・遺族関係者、弁護士会等が参加して「医療紛争処理連絡調整協議会」

（仮称）を設置することが考えられる。 

e） 再発防止と被害者救済という二つの問題に一体的に取り組まないことには、本質

的な解決にならないのではないか。さらに、過失の有無に関わらず、重大な事故

があった場合に被害者が補償されるという仕組みを検討すべき。 

【刑事手続との関係】 

a） 調査報告書は、刑事訴訟で活用することも可能とすべきである。 

b） 調査報告書が刑事訴訟に一切使えないとなると、警察は独自に捜査を行わざるを

得ない。調査組織において専門的な調査・評価を行い、その結果を踏まえて刑事

手続が開始されることは、医療現場において警察による捜査が必要以上に行われ

る事態を回避することにつながるのではないか。また、現在の検察の業務上過失

致死傷に対する判断の仕方は揺れ動いており、その振れ幅を狭くするためにも調

査組織が必要なのではないか。 

c） 犯罪性の認定についても調査組織で行うべきではないか。その際、例えば何かル

ールを決めてもよいのではないか。調査により犯罪性が認められた場合には、調

査組織から資料を添付して警察へ届けることにしてはどうか。 

d） 業務上過失致死傷は、医療をはじめとするあらゆる専門分野に適用すべきではな

いと考える。業務上過失致死傷を適用するならば、かなり明確な定義が必要であ

り、故意犯罪については、それが明確になった時点で、調査組織での調査を中止

して捜査機関に引き継ぐことがよいのではないか。 

e） 故意と過失の境界には、明確に線が引けるような絶対的な差はない。 

f） 現在、検察においては医療過誤事件に対する訴追は謙抑的に行われている。 
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